
公的資金補償金免除繰上償還について

１ 概要

国の平成１９年度地方財政対策において、地方財政の健全化による将来的な国民

負担を軽減するため、金利５％以上の旧資金運用部資金、旧簡易生命保険資金及び

公営企業金融公庫資金の一部について、平成１９年度～平成２１年度の間、補償金

免除の繰上償還 を認められた。（※）

※通常の繰上償還の場合は、利払い予定相当額の補償金を支払う必要がある。

２ 要件等

○対象団体等

財政健全化計画又は公営企業経営健全化計画を策定した団体・公営企業

○対象となる残債

［普通会計債］

島根県は、Ｈ１８年度決算で、実質公債費比率が１８％以上であるため、年利

５％以上の残債について繰上償還が認められた。

［公営企業債］

島根県は、Ｈ１８年度決算で、実質公債費比率が１５％以上、経常収支比率が

８５％以上であるため、年利７％以上の残債について繰上償還が認められた。

３ 繰上償還計画

（単位：百万円）

区 分 Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 合 計

普通 一般会計（５％以上） ８４３ ４，１７０ ２，０６５ ７，０７８

会計 県営住宅特会 〃 １３８ ２６７ ６６９ １，０７４（ ）

公営 下水特会(7%以上) ７５０ ７５０

企業 企業局 １，２１６ １，２１６(上水・工水 7%以上、 ）

４ 財政健全化計画

平成１９年１０月策定の財政健全化基本方針に基づく改革の具体的施策の推進

（１）行政の効率化・スリム化

・総人件費の抑制（職員定員削減計画の上乗せなど）

・内部管理経費の縮減、外郭団体の見直し、公の施設の見直しなど

（２）事務事業の見直し

・一般的な施策にかかる経費の一般財源総額の削減

・国庫補助公共事業費、県単独公共事業費の削減

・施設維持管理費などの経常経費等の一般財源総額の削減

など

（３）財源の確保

・財政需要を勘案した課税自主権の活用などによる県税収入の確保

・使用料、手数料などの受益者負担の適正化

・地方税・地方交付税の充実に向けた国に対する働きかけ

など


